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点検調査の実施について

内閣府公益認定等委員会事務局／大臣官房公益法人行政担当室
（担当︓監督班）

（一部抜粋，書き込み等 あり）
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１．点検調査の概要
(1) 趣旨

公益法人が遵守すべき事項についての注意喚起及び制度理解の醸成に努めること
を目的として、認定法令上の問題が見受けられない法人に対して、従来の立入検査
の手続及び検査事項等を簡素化した上で、法人の自己点検、対話に重点を置いた検
査手法（点検調査）を新たに導入する。

(2) 対象法人
＜前提＞

(a)長期間立入検査を実施していない法人
(b)新規公益認定後１年以内の法人
(c)制度の理解が不足・体制が脆弱な法人

定期提出書類の確認及び直近の立入検査の結果、特段の問題が見受けられず、
かつ、情報提供等においても不適切事案情報が寄せられていない法人

 ガイドライン（P228）によれば、「点検調査のサイクルについては、基本的には、全ての
法人を対象として、概ね10年以内を目途に各法人のガバナンス状況や事業内容等に応じて
柔軟に判断して実施する」こととされており、(a)の基準については、各法人の状況を加味
して判断することとなるが、現段階で判断が難しい場合は、直近の立入検査から「〇年目の
法人」等を選定対象とすることも可能とする。
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(4) 事前準備【手続はPOSSマニュアル参照】
• 該当法人に対して、今年度立入検査対象法人である旨連絡。
• 検査手法として上記（３）のように進める旨を伝達し、日程調整を行う。
• あわせて、立入検査実施通知（公文書）は発出せず、メールでの事務連絡のみと

なることについても了承いただく（※日程が決まり次第監督班に共有）。
• 概ね１か月前に「自己チェックシート」及び「備置き書類一覧」をメールにて送

付し、点検調査の１週間前を目途に回答いただく（※ 当日の相談事項があれば合
わせて記載いただく。)。

• 直近の事業報告等について、チェックリストの作成や担当委員報告を終えること
を必須要件とはしないが、決算書類や事業の実施状況については確認しておき、
疑問点があれば当日質問する（機会を有効に捉える必要。）。

• また、HPを丁寧に見ておくと、事業の実施状況等に加え、法人のタイムリーな
動きやアピールポイントなどを把握することができる。

(3) 検査手法等
・ 自己点検方式︓「自己チェックシート」及び「備置き書類一覧」を法人から事前

に提出を受け、相談内容等を把握の上、実施
・ 対話方式︓原則として書類等の網羅的な確認は行わず、主に対話により進行
・ 検査時間︓２〜３時間程度
・ 実施人数︓原則２名（主担当者＋１名） ※立入検査の「根拠=「認定法(27条/59条)」はこれまでと同

様のため、佐賀県では実施通知は発出する取扱いとしたい。
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(5) 当日の流れ及び勤怠管理等

（例１）都内所在の法人に対して、午前中（10時〜12時）に実施する場合
・ 10:00〜10:45 挨拶・法人から概要説明
・ 10:45〜11:00 自己チェックシート等、事務所確認等
・ 11:00〜12:00 対話・相談・質疑応答等
・ 昼休み後、出勤

（例２）都内所在の法人に対して、午後（15時〜17時）に実施する場合
・ 午前中〜14:00（場所による） 在庁勤務
・ 15:00〜17:00 （例１）と同様の段取り

※ 原則として、実施時間（移動時間を含む。）は半日とし、残りの半日は勤務（又
は休暇を取得）する。

※ 地方所在法人については、原則として日帰りとした上で、詳細については、所在
地や組み合わせ等に応じて個別に検討する（経済性等も考慮し、近県の法人を複数
組み合わせて実施するなど工夫をする）。

※ 勤怠管理については、各班企画官及び総務担当が行う。
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(6) 検査の観点（例）

〇 事業の実施実態
「自己チェックシート」の①の項目に関連。特に長期間立入検査を実施していな

い法人については、そもそも「公益目的事業のチェックポイント」の認識が希薄に
なってしまっている傾向にある。よって、ガイドラインの該当ページの写しなどを
当日配布して改めて説明することにより、「公益目的事業のチェックポイント」を
意識した事業設計・事業計画の検討がなされているか、既存の事業と一体となって
実施している事業はないかなどを確認・注意喚起することが効果的。

〇 正味財産増減計算書（活動計算書）上の支出科目の適正性
「自己チェックシート」の②〜④の項目に関連。従来の立入検査においては、各

計上科目と元帳、委託・受託契約書との突合を行うなどしていたが、これらの支出
科目の適正性の確認については、経理に精通した者が適切に関与し、適正な手続に
より理事会で承認され、監事の監査によって適正性が報告されていることで担保さ
れる。よって、逐一証憑類の確認を行うのではなく、対話の際に、上記内部フロー
や役員等の認識について質問することで一定の評価を行うことが可能。

Cabinet Office, Government of Japan
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〇 現預金・印鑑・金庫の管理状況、管理規程と実運用等
「自己チェックシート」の②の項目に関連。認定法に基づき責務を負うものではな

く、法人の内部管理の問題であることから、相談があった場合などに対応する。他
方、従前の立入検査で最も指摘が多い事項であることから、注意喚起のため、口頭に
て、当項目に係るルールの策定や管理状況を質問することも有効。

〇 役員報酬の支給基準の公表
「自己チェックシート」の⑤の項目に関連。新制度では、役員報酬等が２０００

万円を超える者がいる場合、額及びその必要の理由を記載した書類の備置き必要。
また、支給基準の内容について「別に定める」と規程した上で、実際の支給根拠が
不明な場合も散見されることから、定期報告で提出されている規程も確認し、必要
に応じて注意喚起する。

〇 役員就任に係る欠格事由に該当しないこと
「自己チェックシート」の⑤〜⑧の項目に関連。要件確認が不十分であったり、

その懈怠が公益認定取消につながり得ることの認識が薄い法人が散見される。特に、
他の公益法人役員を兼務している役員がいる場合に、兼務先の公益法人が公益認定
取消となった際には自法人も公益認定取消となり得ることなどへの理解が薄いため、
確認の重要性についてより強い認識を持っていただくよう注意喚起が必要。

新制度では、理事と監事の間に特別利害関係がないことも必要。
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〇 外部理事・監事の設置
「自己チェックシート」の⑨、⑩の項目に関連。新制度では、設置基準が変更さ

れ、収益の額等が、３０００万円以上の法人については、外部理事・監事の設置が
必要。外部理事・監事の設置が間に合わなかった場合、その理由の確認を行う（や
むを得ず困難であると認められる場合は、基本的には監督は行わない。）。
※定款変更が間に合わない場合、適任者がいない場合等

〇 理事会・総会の開催状況、決議状況の議事録
「自己チェックシート」の⑫、⑬の項目に関連。定期提出書類においてある程度

の確認は可能。必要に応じて、開催日の間隔や財産目録の額の変動についての補足
確認を行う。

〇 会計監査人の設置
「自己チェックシート」の⑪の項目に関連。新制度では、設置基準が変更され、

収益の額等が１００億円以上である法人等については、会計検査人の設置が必要。
会計監査人の設置が間に合わなかった場合、選任手続きの状況や設置の見通しなど
について説明を求める（監督は法人の置かれた状況や諸般の事情を考慮して行
う。）。
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〇 備置き書類
「自己チェックシート」の⑯〜⑱「備置き書類一覧」に関連。従来、このような

一覧は示してこなかったことから、今後は法人自ら確認がしやすくなると思料。他
方、重要な法令上の義務であることについての認識が薄い法人が散見されているこ
とから、違反があった場合は、刑事罰の適用・それに伴う公益認定取消となり得る
ことについて改めて注意喚起を行い、しっかりと認識していただくことが肝要。

備置き書類、定期提出書類については、順次変更されることから、令和７年４月
以降、混乱が生じる可能性が大きい。当面の間は、質問が集中することが想定され
ることから、各担当者が制度を十分に理解しておくことが必要。

〇 理事の職務状況報告、監事の出席状況等
「自己チェックシート」の⑭、⑮の項目に関連。従前の立入検査においても、口

頭で是正を指導していた事項であるが、そもそも、理事相互の牽制が働き、理事会
が適正に機能しているか、監事による業務運営の監視が適正に行われているか、と
いった法人のガバナンスの質的な確保は、公益法人の運営において非常に重要であ
る一方で、議事録等の書面からその実態を把握することは困難である。よって、点
検調査における対話の機会を捉え、法人のガバナンスの状況について、現場の率直
な声を聞くことは、運営状況を把握する一助となると思料。

9



Cabinet Office, Government of Japan

9

(８) 実施後
・ 「点検調査実施記録書」を作成し、企画官の確認を経て、「自己チェックシー

ト」及び備置き書類一覧とともに保存（期限︓２週間以内厳守）
・ 保存後、監督班にその旨を報告（期限︓同上）。
・ 原則として担当委員報告は不要。

(９) 留意点
・ 点検調査時に、認定法に抵触するような問題点等が判明した場合、法人に対して

その場でお伝えし、法人の自主的な改善を促すこととし、結果は監督班全員宛メー
ルにて報告する。

・ 必要に応じて、立入検査（計画外）を改めて実施することや報告要求等を検討す
る。

・ また、即答できないような質問・意見等があった場合も、回答を急がず、法人に
は改めて連絡することとして持ち帰り、各班企画官及び総務課各班（法令・会計・
定款・総括・監督・制度改正室など）に相談の上、回答する。

・ 原則として事前事後の委員レクは不要としているが、必要に応じて適宜判断の
上、担当委員にご相談することは差し支えない（委員ご了承済）

・ 法人に接する際は、「立入検査担当職員行動規範」に従い、丁寧に対応する。

※検査後、法人に対し結果通知や措置状況報告は行わない。
➡佐賀県では、改善事項が見つかった場合、次年度の定期提出書類（事業
報告 等）の提出にあわせ、対応状況を確認する取扱いとしたい

10



記入日： 令和　年　月　日

根拠法令等
自己評価

（プルダウンメニューから
選択してください。）

①
認定法第11
条、第13条

② ガイドライン

③
法人法第84
条、第92条
ガイドライン

④

認定法第19
条、認定規則
第42条、第43
条

⑤

認定法第20
条、認定規則
第４６条第１項
第２号ハ

⑥

認定法第5条
第10号、第11
号、　認定法第
18条

⑦
認定法第5条
第10号、第11
号

⑧
認定法第５条
第12号

区分経理（公益目的事業に係る経理、収益事業等に係る経理、
法人の運営にかかる経理（※））を行っていますか。
※収益事業等を行わない法人においては、公益目的事業に係る経理、
法人運営に係る経理
（例）
・区分経理の適用除外を受ける法人ですか。
→①収益事業等を実施のなし、かつ、②B/Sの経理単位の内訳表示なし、P/L
の経理単位の内訳表示あり

役員の報酬について、支給の基準を定めていて、それに従って
報酬を支給していますか。
（例）
・支給の基準とは別に、理事会出席の対価として「お車代」を支給
したり、法人業務遂行の対価として「特別報酬」を支給したりなど
していませんか。
・役員報酬等が２０００万円を超える者がいる場合、当該額及び
その必要の理由を記載した書類を、事務所に備え置いています
か。

（親族等である理事の人数　　名）／（理事総数　名）

（同一団体等に所属する理事　名）／（理事総数　名）

監事総数の３分の１を超えて、特別利害関係にある者（３親等以
内の親族等）が就任していませんか。
また、監事総数の３分の１を超えて、他の同一の団体（公益法人
を除く）の理事等が就任していませんか。

【→備考欄に人数の記入もお願いします。】

（親族等である監事の人数　　名）／（監事総数　名）

（同一団体等に所属する監事　名）／（監事総数　名）

理事と監事の間に特別利害関係はありませんか。

理事総数の３分の１を超えて、特別利害関係にある者（３親等以
内の親族等）が就任していませんか。
また、理事総数の３分の１を超えて、他の同一の団体（公益法人
を除く）の理事等が就任していませんか。

【→備考欄に人数の記入もお願いします。】

【公益法人】　自己チェックシート（案）

チェック項目

 （公益目的事業等）

備　考
（理由やご相談の内容をご記入ください。）

公益目的事業の種類又は内容、収益事業等の内容について、認
定申請書（最新の変更認定申請書又は変更届）の記載のとおり
実施しており、変更はありませんか。

　下記チェック項目について、自己評価を選択し、必要に応じて備考に記入してください。

法人名：

※チェック結果を参考に、必要に応じて相談・サポートをさせていただきますので、自己評価、備考欄の記入をお願いいたします。

 （経理的基礎）

経理処理・財産管理は適正に行われていますか。
（例）
・必要な経理規程を備え、当該規程に則った経理処理を行ってい
ますか。
・財産の管理、運用について役員が適切に関与していますか。
・開示情報や行政庁への提出資料の基礎として十分な会計
帳簿を備え付けていますか。

 （役員の3分の１規定等）

（役員の報酬基準）

資産運用を含む財産の管理や契約は、法人の役員による適切な
関与の下、適切に行っていますか。
（例）
・利益相反取引に係る理事会の報告は行われていますか。
・合理的理由なく設立企業等と独占的な契約を結んだり、特定の
企業と多額の支出を伴う契約を継続的に行うなどしていません
か。
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根拠法令等
自己評価

（プルダウンメニューから
選択してください。）

チェック項目
備　考

（理由やご相談の内容をご記入ください。）

⑨

認定法第５条
第１５号、認定
令第７条、認定
規則第４条

⑩
認定法第５条
第１６号、認定
規則第５条

⑪
認定法第５条
第１３号、認定
令第６条

⑫

法人法第35～
59条、第63条、
第173～196条
等

⑬
法人法第38
条、 第90～98
条、第181条等

⑭

法人法第53
条、第83～85
条、第91～92
条、第197条等

⑮

法人法第53
条、第99～104
条、第１24条、
第190条等

⑯ ―

 （社員総会・評議員会、理事会）

社員総会又は評議員会は適切に開催し、招集・決議等の手続は
適正に行っていますか。
（例）
・役員の選任は一人一人個別に採決していますか。
・定時の社員総会・評議員会とそれらを招集する理事会を中14日
以上空けて開催していますか。

外部理事は設置していますか。
（例）
・外部理事に関する規定の適用を受ける法人ですか。
【→備考欄の記入もお願いします。】
・令和７年４月１日時点のすべての理事の任期が満了する日は
いつですか。
【→備考欄の記入もお願いします。】
・外部理事の要件は満たしていますか。

 （会計監査人の設置）

会計監査人は設置していますか。
（例）
・会計監査人の設置を要しない法人ですか。
【→備考欄の記入もお願いします。】
・改正法により会計監査人を設置を要することになったが、まだ
設置できていない場合、設置のめどは立っていますか。

損益計算書の収益の部の額：　　　　円
損益計算書の費用及び損失の部合計額：　　　円
貸借対照表の負債の部の額：　　　　円

損益計算書の収益の額：　　　　　円
損益計算書の費用及び損失の額：　　　円

すべての理事の任期が終了する日：令和　年　月　日

外部監事は設置していますか。
（例）
・令和７年４月１日時点のすべての監事の任期が満了する日は
いつですか。
【→備考欄の記入もお願いします。】
・外部監事の要件は満たしていますか。

すべての監事の任期が終了する日：令和　年　月　日

 （備置き・情報公開）

監事は理事の職務の執行を適切に監査していますか。
（例）
・監事は理事会に毎回出席し、計算書類等の監査を行い、監査
報告の作成など適切に職務を果たしていますか。

【→備考欄に人数の記入もお願いします。】

別添の「備置き書類一覧」をご参照の上、ご回答ください。

（監事が理事会を欠席した回数　　回）

（理事会開催数　全　　回／　　　年）

理事は法人の業務上の意思決定に参画し、代表理事等の職務
執行を適切に監視していますか。
（例）
・代表理事及び業務執行理事は自己の職務の執行状況を法令
や定款に基づき理事会に報告し、議事録に記載していますか。

【→備考欄に人数の記入もお願いします。】

（年度内の全ての理事会に欠席した理事の数　　名）

（理事会開催数　全　　回／　　　年）

 （理事、監事）

理事会は適切に開催し、招集・決議等の手続は適正に行ってい
ますか。
（例）
・決議の省略の場合については、定款で定められており、かつ、
理事全員の同意（監事全員の異議なし）がありますか。
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凡例
：2025年4月1日以降に提出する事業計画
：2025年3月31日以前に開始した事業年度に係る事業報告
：2025年4月1日以降に提出する事業報告
：2025年4月1日以降に開始する事業年度に係る事業報告

根拠法令 備置き期間
主たる
事務所

従たる
事務所

有・無
チェック

① 事業計画書 認定法21条1項
当該事業年度開始の日の前日までに
作成し、当該事業年度の末日まで

1年間 1年間 有 □ ・ 無 □

② 収支予算書 認定法21条1項
当該事業年度開始の日の前日までに
作成し、当該事業年度の末日まで

1年間 1年間 有 □ ・ 無 □

③ 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類
認定法21条1項
認定規則45条3号

当該事業年度開始の日の前日までに
作成し、当該事業年度の末日まで

1年間 1年間 有 □ ・ 無 □

④
当該事業年度開始の日における公益目的事業の種
類及び内容、収益事業等の内容を記載した書類

認定法21条1項
認定規則45条4号

当該事業年度開始の日の前日までに
作成し、当該事業年度の末日まで

1年間 1年間 有 □ ・ 無 □

⑤ 財産目録 認定法21条2項1号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑥
役員等名簿（当該法人の社員又は評議員以外の者から
請求があった場合には住所を除外して閲覧）

認定法21条2項2号・6項
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑦ 役員等報酬等の支給基準 認定法21条2項3号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑧ キャッシュ・フロー計算書（会計監査人設置法人のみ）
認定規則28条1項1号
（旧認定規則46条1項1号）

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑨-1
運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに
関する数値のうち重要なものを記載した書類（事業報
告・別紙１）

認定規則28条1項2号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑨-2
運営組織関する重要な事項について記載した書類
（事業報告・別紙１）（添付資料：事業・組織体系図）

認定法21条2項4号
認定規則46条1項2号

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑨-2’ 事業活動に関する重要な事項について記載した書類 認定規則46条1項3号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑪
中期的収支均衡に関する数値及びその計算の明細
を記載した書類（計算書類等に記載がない場合、該当が
ある場合）

認定規則46条1項4号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑫
公益目的事業比率に関する数値及びその計算の明
細を記載した書類（計算書類等に記載がない場合、該当
がある場合）

認定規則46条1項5号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑬
使途不特定財産額に関する数値及びその計算の明
細を記載した書類（計算書類等に記載がない場合、該当
がある場合）

認定規則46条1項6号
毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑭
公益充実資金に関する取崩方法についての定め等
を記載した書類（計算書類等に記載がない場合、該当が
ある場合）

認定規則46条1項7号
認定規則23条1項2号

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑮
公益目的事業継続予備財産に関する限度額、その
算定根拠、保有する理由を記載した書類（計算書類等
に記載がない場合、該当がある場合）

認定規則46条1項8号
認定規則37条1項2号

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑯
特定費用準備資金について備置き・閲覧等事項を記
載した書類（計算書類等に記載がない場合、該当がある
場合）

認定規則46条1項9号
認定規則31条3項5号

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑰
資産取得資金について備置き・閲覧等事項を記載し
た書類（計算書類等に記載がない場合、該当がある場合）

認定規則46条1項10号
認定規則36条4項
認定規則31条3項5号

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑱
指定寄附資金ついて備置き・閲覧等事項を記載した
書類（計算書類等に記載がない場合、該当がある場合）

認定規則46条1項11号
認定規則36条5項

毎事業年度経過後３か月以内に作成し
てから

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

⑲ 定款
認定法21条5項
法人法14条1項
法人法156条1項

 常時 常時 有 □ ・ 無 □

⑳
社員名簿（当該法人の社員以外の者から請求があった場
合には住所を除外して閲覧）

認定法21条5項
法人法32条1項

常時 ― 有 □ ・ 無 □

㉑ 貸借対照表（注記を含む）及びその附属明細書
法人法129条1項・2項
法人法199条

定時社員総会又は定時評議員会の2週
間前から

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

㉒ 損益計算書（注記を含む）及びその附属明細書
法人法129条1項・2項
法人法199条

定時社員総会又は定時評議員会の2週
間前から

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

㉓
事業報告及びその附属明細書（各事業年度の公益目
的事業の実施状況、公益法人の運営体制等を記載※）
※施行日以後に開始する公益法人の事業年度に適用

法人法129条1項・2項
法人法199条
認定法21条第4項
認定規則第53条

定時社員総会又は定時評議員会の2週
間前から

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

備置き書類一覧（閲覧請求別）

 事業計画書等

備置き書類

 事業報告等

 計算書類等

 定款、社員名簿

確認：　令和　　年　　月　　日

【認定法（21条5項）に基づく閲覧対象書類】　何人も閲覧請求できる

法人名：
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根拠法令 備置き期間
主たる
事務所

従たる
事務所

有・無
チェック

備置き書類

㉔ 監査報告、会計監査報告（会計監査人設置法人のみ）
法人法129条1項・2項
法人法199条

定時社員総会又は定時評議員会の2週
間前から

5年間 3年間 有 □ ・ 無 □

㉕
特定費用準備資金の積立限度額やその算定根拠等
を記載した書類（当該資金がある場合）

旧認定規則18条3項5号 有 □ ・ 無 □

㉖
資産取得資金に必要な最低額やその算定根拠等を
記載した書類（当該資金がある場合）

旧認定規則22条4項 有 □ ・ 無 □

㉗
5号財産、6号財産の内容等について記載した書類
（当該財産がある場合）

旧認定規則22条5項 有 □ ・ 無 □

㋐ 社員総会又は評議員会の議事録
法人法57条2項・3項・4項
法人法193条2項・3項・4項

社員総会又は評議員会の日から 10年間 5年間 有 □ ・ 無 □

㋑ 理事会の議事録
法人法97条1項・2項・3項
法人法197条

理事会の日から 10年間 ― 有 □ ・ 無 □

㋒
社員総会又は評議員会の決議の省略に関する同意
の意思表示に係る書面（決議の省略があった場合）

法人法58条2項・3項
法人法194条2項・3項

決議があったものとみなされた日から 10年間 ― 有 □ ・ 無 □

㋓
理事会の決議の省略に関する同意の意思表示に係
る書面（決議の省略があった場合）

法人法97条1項・2項・3項
法人法197条

決議があったものとみなされた日から 10年間 ― 有 □ ・ 無 □

㋔ 議決権の代理行使の場合の代理権を証明する書面 法人法50条5項・6項 社員総会の日から ３か月間 ― 有 □ ・ 無 □

㋕ 書面による議決権の行使の場合の議決権行使書面 法人法51条3項・4項 社員総会の日から ３か月間 ― 有 □ ・ 無 □

㋖
電磁的方法による議決権の行使の場合の電磁的記
録

法人法52条4項・5項 社員総会の日から ３か月間 ― 有 □ ・ 無 □

〇 会計帳簿（法人法120条、法人法199条）（電磁的記録を含む）
法人法120条2項、121条
法人法199条

有 □ ・ 無 □

〔法人法に基づく閲覧対象書類〕

（2）社員が閲覧請求できる

（1）社員、評議員及び債権者が閲覧請求できる

※※なお、上記の「有・無チェック」欄には、「該当なし」の場合も「有□・無□」欄の「無」にチェック（☑）を入れてください。

認定法21条の規定の例により備置き及び閲覧等の措置を
講じる

認定法21条の規定の例により備置き及び閲覧等の措置を
講じる

※上記の備置き書類は電磁的記録をもって作成されている場合を含む。電磁的記録の場合に従たる事務所で閲覧請求に対応可能な措置を
とっているときは、従たる事務所の備置きは不要（認定法21条6項、法人法14条3項、法人法129条2項）

認定法21条の規定の例により備置き及び閲覧等の措置を
講じる

（参考）備置き書類ではないが、一定の議決権を有する社員及び評議員が閲覧請求できる

保存期間は閉鎖の時から10年間

14



（参考）チェック項目の比較

1

○内閣府チェックシート「点検調査」 ○佐賀県チェックシート「（１）の別紙」として追加

【項目数】

（１）自己チェックシート 15項目 （１）項目別チェックリスト 60項目

（２）備置き書類一覧 37項目

【チェック項目（例）】

R7.5.28_第156回（令和7年度第1回）佐賀県公益認定等審議会 資料No.1-d
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監督の基本方針 

平 成 21 年 2 月 20 日 

佐    賀    県 

平成 23 年 5 月 23 日一部改正 

 

 

１ 監督の基本的考え方 

 
  今回の公益法人制度改革により①監督についても主務官庁による裁

量的なものから法令で明確に定められた要件に基づくものに改められ

たこと、②法律により法人のガバナンス（内部統治）及び情報開示につ

いて詳細に定められたことを踏まえ、また、③不適切な事案は制度に対

する信頼を揺るがしかねないこと、④法人の実態を十分に把握しなけれ

ば効果的な監督を行うことができないことを考慮し、県の監督機関(佐

賀県知事及び佐賀県公益認定等審議会)は、次のような考え方で新公益

法人（新制度の公益社団法人及び公益財団法人をいう。以下同じ。）の

監督に臨むことを基本とする。 

 (1) 法令で明確に定められた要件に基づく監督を行うことを原則とす

る。 

 (2) 法人自治を大前提としつつ、民による公益の増進のため新公益法人

が新制度に適切に対応できるよう支援する視点を持つ。 

  (3) 制度への信頼確保のため必要がある場合は、問題ある新公益法人に

対し迅速かつ厳正に対処する。 

 (4) 公益認定申請等の審査、定期提出書類等の確認、立入検査などあら

ゆる機会を活用して法人の実態把握に努める。 

 

 

  なお、移行法人（公益目的支出計画を実施中の一般社団法人及び一般

財団法人をいう。以下同じ。）については公益目的支出計画の履行を確

保する観点から監督を行うこととされており、移行法人が公益の目的の

ための支出（整備法第119 条第 2項第 1号各号の支出をいう。）を行う

限りにおいて共通の規律が必要と考えられることから、原則として新公

益法人の監督に準じた考え方で監督を行う。 

 

 

注 「監督の基本方針」における監督の具体的措置の範囲 

  「監督」は、公益認定（新規、移行）、移行認可の登記終了後、行政庁及び法律で

※廃止予定

行政庁の権限を委任等された合議制の機関が、新公益法人の事業の適正な運営を確

保するために必要な限度において、また、移行法人の公益目的支出計画の履行を確

保するために必要な範囲内において、行うものである。 

  新公益法人については、公益法人認定法では第２章第 3 節に「公益法人の監督」

が設けられ、報告徴収、立入検査、勧告、命令、認定の取消し等の規定が置かれて

いるほか、他節に規定されている変更の認定、定期的な事業報告等も新公益法人の

事業の適正な運営を確保するための措置であり、これら全体を監督の具体的措置と

して捉えることとする。 

  移行法人については、整備法第 123 条第 2 項に監督の根拠規定が置かれ、更に公

益目的支出計画の変更の認可、公益目的支出計画実施報告書の作成及び提出、報告

徴収、立入検査、勧告、命令、認可の取消し等の規定が置かれており、これらを監

督の具体的措置として捉えることとする。 

 

 

２ 基本的考え方に基づく監督の具体的実施方法 

 
  新公益法人の監督の大きな流れは、①収集した情報による問題点の発

見・整理⇒②報告徴収・立入検査による問題点の確認⇒③勧告、命令、

取消し等による問題点の解消（問題点が確認された場合）である。以下、

概ねこの流れに沿って具体的実施方法の概略を示す。 

なお、移行法人の監督についても、（４）を除き、新公益法人に準じ

る（移行法人の立入検査は、事前に計画して行うものではなく、公益目

的支出計画の履行を確保できないと疑うに足りる相当な理由がある場

合に限り行う。）。 

(1)  監督のための情報の蓄積と活用 

公益認定基準の遵守状況確認のために行う定期提出書類の分析を

効果的かつ効率的に実施するため、法人ごとに、旧主務官庁から事務

引継ぎを受けた情報、当初の認定申請書、変更認定・変更届出の記録、

監督経過等を蓄積し、活用する。また、日頃から関連情報の収集・分

析に努めるとともに、県民等から寄せられた情報について、信憑性の

有無を確認しつつ、活用を図る。以上に当たっては、情報のセキュリ

ティ確保、情報提供者の保護に万全を期す。    

 (2)  法人の支援 

監督の実施に当たっては、民による公益を増進する観点から、具体

的かつ適切な助言を行うことなどにより、法人を支援する。 

 (3)  問題点の確認 

   新公益法人の問題点について確認するため、原則としてまず報告徴
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収を実施し、その後必要に応じて立入検査を行う。ただし、事案によ

っては報告徴収を経ることなく早急に立入検査を実施する。 

(4)  立入検査の重点的実施 

第 1回の立入検査はできるだけ早期（公益認定登記後概ね1年ない

し 3 年以内を目途とする。）に実施する。従前の立入検査は少なくと

も 3 年に 1 回実施することとされていたが、新公益法人については、

限られた資源を最大限に活用することでより効果的な立入検査を実

施するため、過去に問題点が指摘されているなど、問題点が発生する

可能性が高い法人については立入検査の頻度を増やし重点的に実施

する。他方、外部監査が導入されていたり、過去に監督機関による問

題点の指摘がないなど、問題点が発生する可能性が低い法人について

は立入検査の実施間隔を長くしたり検査内容を簡素化したりする。 

(5) 立入検査の方法 

立入検査に当たっては、実際の事業の実施状況を確認するため、事

業が実施されている事業所、施設などを訪問する。また、理事、監事、

評議員等法人運営に責任を持つ者から説明を受ける。 

 (6)  勧告、命令、取消し等の手順 

  ①  一般的な手順 

事業報告、立入検査等で任意的取消し事由（公益法人認定法第

29条第2項に定める事由をいう。以下同じ。）が発見された場合は、

一般的には、改善指導を経た上で、必要に応じて、順次、勧告、命

令、公益認定の取消しを行う。 

   ②  制度への信頼確保に重大な支障が生じると考えられる場合の手

順 

任意的取消し事由に該当する場合であっても、制度への信頼確保

に重大な支障が生じると考えられるときには、改善指導、勧告、命

令を経ずに公益認定の取消しを行うことがある。 

(7)  監督によって得られた知見の共有と活用 

監督によって得られた知見は、国や他の都道府県にも情報を提供し

国・都道府県間で共有することによりその後の監督の参考とするほか、

制度改善のための基礎的な情報として活用する。また、国や他の都道

府県から提供された情報についても同様とする。 

(8) 監督の体制 

必要な体制を整備する。 

 

17



立入検査の考え方 
 

平成２３年５月２３日 
  （令和３年１１月３０日一部改正）  
佐    賀    県 

 
 
 新公益法人※１及び移行法人※２の指導監督については、法令の規定に加えて基本的

考え方を平成 21年２月に佐賀県として取りまとめたところである。 

監督の具体的措置のうち、立入検査は、新公益法人及び移行法人の実態把握のた

めの重要な手段のひとつである。「監督の基本的考え方」を踏まえ、新公益法人に対

しては公益法人認定法※３、移行法人に対しては整備法※４に基づき、適正かつ効果的

な監督を効率的に行うことができるよう、立入検査についての原則的な考え方を示

すこととする。 

 

※１ 新制度の公益社団法人及び公益財団法人をいう（特例民法法人から移行の認定（整備法第

44条）を受けた場合と、新規設立の一般社団法人又は一般財団法人が公益法人認定法第４条

の認定を受けた場合の２通りがある。）。 

※２ 特例民法法人から移行の認可（整備法第45条）を受けて通常の一般社団法人又は一般財団

法人となり、公益目的支出計画を実施中である法人をいう。 

※３ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成18年法律第49号) 

※４ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号） 

 

 

１ 新公益法人の立入検査 

（１）新公益法人の立入検査は、公益法人認定法第 27 条第 1 項で示された、「公益

法人の事業の適正な運営を確保するために必要な限度において」、すなわち法令

で明確に定められた新公益法人として遵守すべき事項に関する新公益法人の事

業の運営実態を確保するという観点から行う。 

（２）公益認定後第１回の立入検査は、できるだけ早期（公益認定後概ね１年から

３年以内を目途とする。）に実施するよう努める。第２回以降の立入検査につい

ては、直近の立入検査実施後概ね３年以内に実施することとする。 

立入検査を適切なものとするために、年度当初までに立入検査に関する計画を

毎年作成する。新公益法人の事業の運営状況に応じて立入検査の頻度を増やすな

ど、重点的かつ機動的な計画とする。 

 立入検査の対象となる新公益法人へは、立入検査実施予定日の概ね１箇月前に

立入検査の実施日時、場所等を通知する。 

※廃止予定

（３）立入検査の中で、法人関係者から要請があった場合又は必要があると判断す

る場合には、新公益法人制度に関する理解を深め、適切な法人運営の実施を支

援する観点から、制度の詳細について説明等を行う。 

（４）公益認定審査等の際の監督担当者への申送り事項等、定期提出書類、変更の

届出、報告徴収で得られた情報、外部から提供された情報等を活用し、公益目

的事業の実態等立入検査を行わなければ確認が困難な事項を中心に、重点的に

検査を実施する。現場における検査の状況等から検査対象事項を拡げる必要が

あれば、臨機応変に対応する。 

 法人運営全般については、理事及び監事等法人運営に責任を持つ者から説明を

求める。 

（５）公益認定の基準又は欠格事由等に関連する新公益法人の問題点が発覚した場

合には、問題点の重大さを勘案して、適時適切に立入検査を実施する。 

 

 

２ 移行法人の立入検査 

  移行法人の立入検査については、整備法第 128 条第１項の規定に基づき、移行

法人が、次の（１）から（３）のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な理由

があるときは、特例民法法人から一般法人への移行に係る整備法の規定の施行に

必要な限度において立入検査を実施することとなる。 

  すなわち、立入検査を行う前提条件として、公益目的支出計画の履行を確保で

きないと疑うに足りる相当な理由があることが必要であり、移行法人に対する立

入検査は、事前に計画して行うものではなく、このような事態の発生に対応して

実施する。 

（１）正当な理由がなく、整備法第119 条第２項第１号の支出をしないこと。 

（２）各事業年度の整備法第 119 条第２項第１号の支出が、公益目的支出計画に定

めた支出に比して著しく少ないこと。 

（３）公益目的財産残額に比して当該移行法人の貸借対照表上の純資産額が著しく

少ないにもかかわらず、整備法第 125 条第１項の変更の認可を受けず、将来に

おける公益目的支出計画の実施に支障が生ずるおそれがあること。 
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公益法人等の監督について 

令和７年５月 日 

佐   賀   県 

  

 本県における公益法人等の監督は、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律の一部を改正する法律」（令和６年法律第 29 号）等の制定を含む公益法人制度改

革を受け、令和７年５月 日以降、内閣府が策定する「公益認定等に関する運用につい

て（公益認定等ガイドライン）」に準じて行う。 

 ただし、「立入検査の実施指針」における「点検調査」については、本県の実情等を

勘案し、以下のとおり運用する。 

１ 点検調査の実施サイクルは、「概ね３年以内を目途」とする。 

２ 点検調査時に使用する自己点検書面は、法人の相談内容等を把握できるよう、「自

己チェックシート」及び「備置き書類一覧」に、県独自に追加した資料とする。 
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